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昭和57年版から平成29年版まで
中高層共同住宅標準管理規約、マンション標準管理規約を見える化する

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（以下「適正化法」とする。）が改正され、現在、国土交通省は

委員会（注1）を設置し、適正化法改正で新たに規定される「マンション管理計画認定制度における認定基準」の

検討を行っている。また、一般社団法人マンション管理業協会は「マンション管理適正評価制度（注2）」を検討し

ている。いずれの制度も、マンション標準管理規約に準拠した管理規約であることが認定や評価のひとつのポ

イントとなるようである。

中高層共同住宅標準管理規約、マンション標準管理規約(以下「標準管理規約」という。)は、昭和57年に公
表され、その後、昭和58年、平成9年、平成16年、平成23年、平成28年、平成29年と改正されている。しかし、
昭和57年、昭和58年、平成9年版の標準管理規約は、筆者らが検索した限りでは、国土交通省、旧建設省の
ホームページからもすでに削除されており、確認することができなかった。

平成16年以降の標準管理規約は、改正前と改正後の新旧対照表は、国土交通省のホームページにも、添付さ
れている。しかし、複数回をまたがる対照表は公開されていない。それ以外のホームページ上でも、すべての改

正をひとつにまとめた形式ですべての改正を対象にした資料は筆者らが検索した限りでは存在していない。

管理規約の改正に携わる実務家の方々のために昭和57年から平成29年までの標準管理規約を一覧化し、ダ
ウンロードして活用できるようにした。これにより各条文がいつ、どのように改正されたのか一目瞭然となった。

「標準管理規約昭和57年から平成29年まで対照表」参照
https://www.daiwalifenext.co.jp/miraikachiken/report/pdf/Report_017_2.pdf

１．昭和57年、昭和58年版の標準管理規約

当社受託管理マンションのうち、昭和57年、昭和58年当時に原始規約が作成されたと思われるマンション
を調査した。昭和57年版は翌年に改正されていることから、これを参考にしていると考えられる規約はな
かった。

昭和57年版は、区分所有法が改正になる前に公表されたものであり、昭和58年版と下記の2点が大きく異
なっている。

昭和57年版 昭和58年版

（定義）

第2条　この規約において、次に掲げる用語の意義は、
それぞれ当該各号に定めるところによる。

三　占有者　区分所有法第6条第3項の占有者をいう。

（定義）

第2条　この規約において、次に掲げる用語の意義は、
それぞれ当該各号に定めるところによる。

※第2条他、占有者の定義なし

（管理組合）

第6条　区分所有者は、第1条に定める目的を達成す
るため、区分所有者全員をもって〇○マン

ション管理組合（以下「管理組合」という。）

を結成する。

（管理組合）

第6条　区分所有者は、第1条に定める目的を達成す
るため、区分所有者全員をもって〇○マン

ション管理組合(以下「管理組合」という。)を
構成する。
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■図1：標準管理規約　条・項・号の記載数推移

※電磁的方法が利用可能な場合、利用可能ではない場合は、同一条文であっても2条とカウントした数
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2．標準管理規約の追加を数値化

標準管理規約の「分量」の推移を測るために、改正年毎の「条」、「項」、「号」のそれぞれの数を数値化した。

平成16年版では、「電磁的方法が利用可能である場合」が追加され、項の数が20％増加している。また、平成
29年の最新版への改正時も17％以上の増加率である。この2回の改正が大きかったことが分かる（図1参照）。

3．改正のない条文
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昭和57年当時から平成29年までの間で、改正のなかった条文は下記の18条文のみである。それ以外の条文
は何らかの改正が加えられている。

第1条　（目的）
第4条　（対象物件の範囲）
第8条　（共用部分の範囲）
第13条　（敷地及び共用部分等の用法）
第14条　（バルコニー等の専用使用権）
第17条（昭和57年）・第18条（平成29年）　（使用細則）
第19条（昭和57年）・第20条（平成29年）　（区分所有者の責務）
第29条（昭和57年）・第30条（平成29年）　（組合員の資格）
第30条（昭和57年）・第31条（平成29年）　（届出義務）
第37条（昭和57年）・第39条（平成29年）　（副理事長）
第40条（昭和57年）・第42条（平成29年）　（総会）
第53条（昭和57年）・第56条（平成29年）　（会計年度）
第54条（昭和57年）・第57条（平成29年）　（管理組合の収入及び支出）
第56条（昭和57年）・第59条（平成29年）　（会計報告）

第58条（昭和57年）・第61条(平成29年）　（管理費等の過不足）
第59条（昭和57年）・第62条(平成29年）　（預金口座の開設）
第60条（昭和57年）・第63条(平成29年）　（借入れ）
第65条（昭和57年）・第71条(平成29年）　（規約外事項）

つまり、昭和57年版にて原始規約が承認され、それ以降、標準管理規約に準拠することを目的として改正が
されていない場合は、管理規約の40条文以上の見直しが必要となる。ほぼ全面改正が必要であると言ってもよ
いだろう。管理規約の改正にあわせて、使用細則も同時に見直すならさらに改正箇所は増加する。

マンション認定制度、評価制度にあわせて管理規約を改正しようとするなら、早めに検討を開始したほうが

よいと考えられる。

ただし、最新版の標準管理規約に改正することが必ずしもそのマンションにとって最良の選択肢であるか

は、よく議論していただきたいと考えている。昭和57年当時の分譲マンションでは、文字通り管理組合は「構
成」するものではなく「結成」するものとして、分譲前から区分所有者の予定者により管理規約が作成されてい

る事例もあると聞く。そうした、分譲当時から区分所有者の目指した住環境は、標準管理規約に準拠するよりも

優先されるべきものも多いのではないか。新設される各制度において、こうしたマンションの歴史が低く評価さ

れることがないように願う。
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（注1）国土交通省　マンション管理の新制度の施行に関する検討会
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr5_000043.html

（注2）マンション管理業協会 広報資料
http://www.kanrikyo.or.jp/lp/evaluation/index.html
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